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原子力開発の最近の動向

Recent Status of Nuclear Power

Development

高温構造安全技術研究組合

藤村 理人(TADATO FUJIMURA)

1.エ ネ ル ギ ー 開 発 の 長 期 展 望

「原子 力は化石燃料 に とって代って,エ ネルギ ー需給

の担 い手 になる」 との予測 は,巷 間に喧伝 され 過 ぎてい

る ようである。石油,石 炭,天 然 ガスな どの化石燃料 が

原子力 に主座 を譲 るのは,か な り遠 い将来 の予 測であ っ

て,わ れわれが取組 まなければ な らない問題 は そ の 前

段,す なわ ち現在 の数%エ ネルギー占有率 である原子 力

をいかに他のエ ネルギ ー源 と比肩 し得 る安定 なエネルギ

ー源に育 て上げ るか にある。

種 々の参考資料を もとに著者が西暦1970～2000年 の世

界のエネ ルギ ー需要状態を まとめ ると図1の よ う に な

る。1970年 に世 界で消費 した年 間エネルギ ー量は0.2Q*

原稿受付 日:昭 和52年5月30日

とい わ れ て い るが,30年 後 の2000年 に は2倍 の0.4Qの

エ ネ ル ギ ーを 消 費 す る こ とに な ろ う。 こ の うち電 力消 費

は1970年 に20%,2000年 に は30%と 考え る とそ れ ぞ れ40

mQ,130mQが 電 力エ ネ ル ギ ー と して 消 費 され る こ とに

な る。

以上 が 世 界 の エ ネ ル ギ ー需 給 で あ るが,そ れ で は 日本

の場 合 を み て み よ う。 図2に 示 す よ うに,1970年 に1次

*Q:Qと い うエネ ル ギ ー単 位 は 大 量 の エ ネル ー,す

な わ ち エ ネ ル ギ ー問 題 を 論 ず る と きに 使 用 され る。

1C;=10'BBtu=3x1014kwh

図1 世界 の年間 エネルギ ーの消費の増加傾 向

図2 日本 とア メ リカのエ ネルギ ー消費の実態
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エネルギーを12mQ消 費 した。世界 の消費量 の6%で あ

る。 因みにア メ リカのエネルギ ー消費は72mQで,日 本

の6倍,世 界 の消費量 の36%に あたる。2000年 において

は 日本は1970年 の3.3倍 の40mQを 消費 し,世 界消費 の

9%の エネルギ ー消費を占有す ることが考 えられ る。

これ らの1次 エネルギー消費の傾向において,問 題は

どの ような種類 のエネルギ ーに よって まかな うかを分析

す る必要 がある。

1970年 において,ア メ リカで も原子力発電量 は0に 等

しか ったが,1973年 には3%を 占め,1980年 には全エネ

ルギー需給 の6%を 占めるこ とになる。 日本は同時点で

全消費 エネルギーの5%を 占める ようになろ う。1985年

(昭和60年)に 日本 では4900万KWeの 原子力発電設備を

もつ までに原子 力を成 長させね ばな らない とい うことが

国策的 に よくいわれ ている*が,4900万KWeの 発電設

備で1.5mQの エネルギー消費 をまかなお うとい うこと

で,そ れ は同年 の1次 エネルギーの9%を まかな う計画

である。他 国では どの ような状態 であるかを比 較すれば

図3の よ うに な り,先 進 国のなかで 日本 は低位 にあ る。

現在 の日本は石油依存度が大 き く,原 子 力 とそれに加え

てLNGの 利用が先進国 のなか で小 さい比 率を占めてい

る。 日本が エネルギー問題 において今後 開発を必要 とす

るのは原子力,LNG,石 炭 の液化,ガ ス化利用技 術で

あるこ とは歴 然 としている。

しか しなが ら,LNGは,資 源的に3Q相 当量 しかな

い と考 え られ,地 球 においては天然 ウラン資源量 と等量

であって,こ れ も,世 界が現状の ように利用 して い け

ば,2000年 には枯 渇する ことが必然的で石油の埋蔵量に

も及 ぼない。石炭 の液 化,ガ ス化技 術は これか らスター

トす る開発技 術であるが,原 子力技術開発に相当す る多

*現 在 は この 目標 は3000万KWeま で低下 してい る。

額の研究投資 を必要 とする。 日本ではサ ンシャイ ン計画

のなか に組入 れ られてい るが,余 程努力 しない と2000年

前後 のエネルギ ー消費を大 き くまかな う技術に成長す る

ことは困難 であろ う。 原子力技術 と同様,ア メ リカで成

長 した技 術を輸 入す ることにな りは しないか。

この ような観点に立てば,2000年 前後 のエネルギー事

情がいかに困難 になるか 明確 である。か つて石油 が低廉

な時代においてエネ ルギーをすべて石油 中心 にまか なえ

ば よい とす る展望があ った。農家 のか ま どまで石油 コン

ロにお きかえ られた のが それ を象徴 している。 しか しア

メ リカの需要 と日本 の需要 ののびが余 りに も著 しく,そ

の需要に,中 東石油 の生産 が追 いつけず,日 米石 油戦争

が必至 であろ うとの観測 がなされ た。1973年 頃 よ り,石

油価格 の高騰 を呼び,石 油消費に ブ レーキがかか って き

た。 このた め,日 本 において,過 度 の石油依存の誤 りが

指摘 され,エ ネルギーの多角的利用 を唱え られ るに至 っ

たが,日 本 のエネルギー利用技 術開発は遅々 として進展

して いない。

アメ リカが カー ター政権 を出現 させ,原 子力技術開発

を低位 に抑制す る方針 が出れ ば,日 本 も追従す るかの よ

うに い縮 して しま う。 そ して原子力発電所の建 設はお く

れ,火 力発電所 の建設 が進め られてい る。石油価格は埋

蔵量 の見極 めがついて くれば くる程,高 騰す ることは 目

に見 えて いるが,それ は経済 原理 の当然の帰結であろ う。

現在,日 本が世 界で最高の電力料 金 とな ってい ること

を認識すれ ば,価 格 の低廉 な原子力エネルギ ー利用に大

き く依存 しなければ 電 気エネルギ ー価格を抑え ることが

で きな くなる ことは明 らかであろ う。

2.原 子 力 開 発 の 動 向

日本が原子 力開発 をエネルギ ー開発の重点に捉えなけ

れば ならないこ とは前 述の展開でおわか り頂 け た と 思

う。

それ では どの ような原子力開発方策が考え られ るであ

ろ うか。

原子 力エネルギー 開発 の第 一歩は,1945年 に不幸に も

広島長崎 における原子爆弾 の投下に始 まった。全世界は

第2次 世界大戦 の終結 を もた らしたあのエネルギ ーの大

きさと放射能 の恐怖 をみせ つけ られ たのであ る。

と りわけ 日本 は肌身 を もって原子力の恐威を知 ったの

で あった。

ア メ リカは原子爆弾 の製造 責任者 としての責任か らか

平和利用 は急 がなかった。 イギ リスは ガス冷却炉を開発

す るこ とで原子 力発電所第1号 コール ダー ・ホ ール型原

子 力発電所が稼動 したのは1956年(昭 和31年)で あ った。

それは ア メ リカのPWR第1号 炉 シ ッピング ・ポ ー ト発

図3 各国の原子力エネルギー利用が全1次 消費

エネルギーに占める割合
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電所 が臨界に達 した1957年 の1年 余前の ことであ った。

それ よ りほぼ10年 間,イ ギ リスの ガス冷却炉の主導が 目

立った。 日本 においてはその影響を うけ,日 本原子力発

電(株)が 導入 した発電炉 もガス冷却炉(東 海1号 炉)で,

運転開始は1965年(昭 和40年)で あ り,こ の炉は現在で

も順調 に運転 を続 けている。

ア メ リカはお くれ を取 りもどす ことに努力 し,微 濃縮

ウランを使用 した軽水 炉を開発 し,現 在 では熱中性子炉

の原子 力発電所 である限 り,軽 水 型発電炉が定着化す る

ようになった。 日本 はイギ リスに比べて アメ リカの実績

の低い こ とを理 由 として,試 験炉 としてBWRを 日本原

子 力研究所 に導入 した。運 転開始 は1963年(昭 和38年)

で東海1号 炉 の運転 開始 よ り2年 早 か ったが,軽 水炉の

建設技 術の未熟 な ことな どがあ って,運 転実績は全 くあ

が らないままに今 日に至ってい る。

しか しなが ら,世 界のす う勢 は1960年 代において,ガ

ス冷却発電炉 より軽水冷却発 電炉 の方 が経 済性が高い こ

とが明らか になった。 とくにア メ リカにおいて,オ イス

ター ・クリー ク(BWR)発 電所の経済性解析が詳細に コ

ンピューター で計算 され,火 力発 電 よ り経 済性が高い こ

とが 明らか になる と,日 本 で も各 電力会 社が競 って軽水

炉 を導入 し,原 子 力発 電所 の建設 ラッシュ時代を迎え,

現在図4に み られ る ように運転 されている。その後オイ

ル ショックを迎 え,ま た原子 力発 電所 の安全性技 術につ

いて反 省時 代 となる。 昭和51年 には原子力発電所の着工

は全 くな く,そ の前年 よ り停滞の時期に入 った。 しか し

エネルギー 事情を考慮すれば 大局的において今年 よ り着

工 しなければな らない ことは明 らか とな ってい る。

3.原 子 炉 型 の 多 様 化

原子力発電所は,前 述 のよ うに,ガ ス冷却炉(GCR)

の開発 が先行 し,軽 水炉がす ぐその後を追 うよ うに して

軽水炉(LWR)が 加圧水型(PWR)と 沸騰水型(BWR)

にわかれて開発 された。図5に 各炉 のシステムを示す。

図4日 本における原子力発電の運転情勢

図5 動力炉の型 式(Nuclear Eng.

Intern,Sep.1973よ り)

1.マ グノ ックス型 ガス冷却炉

(GCR)

2.改 良型 ガス冷却炉(AGR)

3.加 圧水型軽水炉(PWR)

4.沸 騰水型軽水炉(BWR)

5.加 圧水型 重水炉(PHR)

6.液 体金属高速増殖炉(LM

rBR)
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GCRは イギ リスが 開発 して イギ リスとフラ ンスで発

達 した。 この型式の炉の特色は,マ グノ ックス被覆天然

金属 ウラン燃料を使用す る。 このため,軽 水炉(LWR)

が ジル カロイ被 覆微濃縮セ ラ ミック ・ウラ ンを使用す る

の と著 しく異なる。

前 者のGCRは 燃料 コス トは低 くな るが炉心が大 き く

な り,核 熱設計が困難 とな るとともに,大 型圧 力容器が

必要 とな り,鋼製圧力容器の限界を生 じ,プ リス トレス ・

コンク リー ト圧力容器(PCPV)が 出現す ることになる。

LWRはGCRよ り小型に設 計 され,熱 効率が よく,

建 設資本費が小 さ く経済性 において優位 となった。GC

RはLWRの 経済性に対抗す るため には,ガ ス冷却温

度 をあげて熱効率をあげ る方法で,改 良ガス冷却 炉(A

GR)が イギ リスで開発 されて お り,冷 却材 のガスは 炭

酸 ガスをヘ リウムにかえた。 しか し機器 コンポー ネ ン ト

の トラブルが続 き,未だ順調 な定常運転 に入 っていない。

このよ うな状態 のなか で,ド イツはLWRの うち,P

WRが もっとも優れて いる との判断 に立 ち,ド イ ツ型P

WRの 開発に力を入れてい る。

この よ うに して ガス冷却炉 と軽水冷却炉が熱 中性 子炉

型 として,過 去20年 の開発歴史を有 し,最 近 ようや くエ

ネルギー プラン トとして定着 しつつあ るとい え よう。熱

中性子炉 とい うのは,天 然 ウラ ン中にわずか0.7%0存 在

す る同位元素 ウラン235に 熱中性子を衝突 させ て核分裂

をお こさせ,連 鎖反応に よって エネルギ ーを発生 させ,

原子炉1次 冷却材に よって熱 エネルギー を取 出す プラン

ト・システムであ る。天然 ウラ ンをそのまま核燃料 に使

用すれば,わ ずか0.7%0のUの 利用 のた め,大 量 の天 然

ウランが必要 とな り,エ ネルギー の出力密度が低下 して

炉心構造が大 き くな る。 この不経済 を 解 決 す るため,

経済性 の見合 う程度 に,U235を3%に 濃縮 した 状 態 で

核燃料 とす るいわゆ る ウラ ン濃縮 プ ラン トが建設 され,

LWRは この微濃縮 ウ ランを専 ら使用 してお り,従 来の

GCRが 天然 ウラ ンを使用 しているのに比較 して,出 力

密度が高 く,経 済性においてLWRはGCRを 凌駕 す

ることにな った。

ウラ ン濃縮 プ ラン トは ア メリカにおいて独 占 的 に 建

設,稼 動 され,濃 縮 ウランは世 界各 国 ともにア メ リカよ

り輸入す る以外 に方法 がなかった。 この ことは原子力エ

ネルギーのア メ リカ支配 に連 が ることを示 してい る。 こ

の ような状態 を脱却 するため,ヨ ーロッパで も,日 本で

も自国で ウラン濃縮 プラン トを持 と うとす る努力が ここ

5年 間で進展 している。 ア メ リカが開発 した ウラ ンの拡

散濃縮 法は多大の電力を要す ることか ら,ヨ ーロ ッパ,

日本は遠心濃縮法の開発を展開 してい る。 しか しな が

ら,ウ ラン濃縮 プラン トは原子力 プラ ン トのなかで資金

が もっとも多額に必要 とす るため,国 家資金が どの程度

投入で きるか にそ の成功 の鍵 がか かっている と い え よ

う。

しか しなが ら,ウ ラン資源 もU235利 用 のみを考 えるな

らば,世 界に それ程多 いわ けではない。 現在埋蔵量 は2

Q程 度で あろ うと考 え られ ている。 その量 はLNGと ほ

ぼ匹敵 してい る。前述 の ように現在 の世 界のエネルギー

消費量が0.2Qで あ るか ら,原 子 力エネルギーのみ でこ

の消費を負担すれば10年 で枯渇す る量 である。現在 の原

子力 エネルギー利用計画 において2000年 でほぼ枯渇する

よ うな資源量 である。

ここに高速 中性子炉 を開発 しなければ な らない理 由が

あ る。高速 中性子炉(FBR)の 核 燃料 は熱中性子炉 にお

いて,U238をPu239に 転換 してつ くられる。 その量は天

然 ウランのU238がU235に 比 べて100倍 以上 の存在比 が

ある ことか ら,さ らに高速炉の増殖 システムを考えれば

1000Qの エネルギ ー資源が期待で きる。 このよ うに考え

て21世 紀 のエネルギ ーは高速炉で まかな うことがで きる

こ とになる。 ここまでは高速炉開発の大義名 分 で あ る

が,し か し忘 れてはな らないのはPuの 毒性であ る。U

は使用前 に人 間が近 寄れ る程度の毒性であ るが,Puは

きわめ て毒性 が強 く数gを 人間が吸収す ることに よって

致死量 となる。 ここにPuの 管理 が,大 げ さの ようだが

人類社会 の破滅 に結 びつ き得る恐怖があ る。核 拡散防止

の基本的 な思想 基盤がPuの 管理 に根 ざしてい ることを

認識 しなけれ ばな らない。

Puは 熱中性子炉の 運転 に よって得 られ るのであ るか

ら,現 在の発電炉 を動か さない限 り,Pu製 造はで きな

い。原子 力を準国産 エネルギー と称す るのは,ウ ラ ン資

源 のない 日本 が,例 え濃縮 ウランを輸入 して も,発 電炉

で燃や した後,日 本 が プル トニウム燃料 を もち,高 速増

殖炉を稼動せ しめる ことに よっては じめて準国産エネ ル

ギ ーを確保 した ことにな る。現在 の ように,日 本は住民

パ ワーに よって熱 中性 子発 電炉の稼動を抑制 して しまえ

ば,プ ル トニ ウムは蓄積 されない し,ま た,1990年 以降

の高速増殖炉時 代において,プ ル トニウム燃料 も輸入 と

い うこ とになれば とて も原子 力は準国産 エネルギ ーとは

いえない。

そ こで,日 本 が熱 中性子炉 時代 よ り高速炉時代に移行

させ なければ な らないのは1990年 ごろであ るとい うのが

著者 の主張 である。一般 には2000年 以後 になろ うとす る

悲観的観測が行われ ている。 ここに10年 の くい違いがあ

る。 しか しここ10年 は重大 である。

確かに,熱 中性子炉時 代 よ り高速炉 時代に移行す るた

めには,国 内の再処理 プラン トが順調 に稼動 していなけ

れ ばな らない。 ところがわが国では,原 子炉開発 プ ロジ
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エク トの華々 しさに比較 すれば再 処理 プラン トの開発意

慾 はそれ程 ではなかった。

熱 中性子炉す なわ ち現在 の軽水 炉の運転の定着が第1

第2は 再処理 プラン トの稼 動への努力,第3が 高速炉開

発 そ して核融 合開発 へ と進 展すべ き開発 路線を,日 本に

おいて往々 取 り違 え られ ている。

この ような開発基本姿勢 は 日本 の工 業力を 基 盤 に し

て,日 本 のエネルギー 自立 を希求す る考お 方であ るが,

一方 日本は資金 のみ を準備 し,ア メ リカ依 存のエネルギ

ー政策 の推進 を唱える一派 がある。 この一派は アメ リカ

の原子 力開発 に全 く依存 し,核 燃料 の供給 か ら,プ ラン

ト建設,再 処理,高 速炉開発 までア メ リカ従属的に考え

て いる。確か に大型 プ ロジ ェク トの推進 の拙 劣 な 日 本

は,無 駄 な開発投資 は眼 を覆 うぼか りであって,一 向に

焦点が定 まらない。 ア メ リカの開発 に従 属 した方が効率

的 であ り,ア メリカ技術を応用す るこ とに よる模倣 改良

技術が経済繁栄 をもた らすか も しれ ない。

しか し日本には 日本の独得の風土 とナシ ョナ リズ ムが

あ る。 アメ リカのカーター政権 の出現 で,原 子 力ス ロー

ダウ ン政策が唱え られ ると 日本が それ に追従 して,果 し

て,日 本のエ ネルギー が確保 され るだ ろ うか。 日本 こそ

世界に先駆けて原子力エネ ルギー依存度 を高 くしない と

エネルギ ー自給態勢が と り得 ない のでは なか ろ うか。

ここに 日本におけ る軽水炉→高速炉開発路 線 に お い

て,重 水炉バイパ ス開発を入れ るか ど うか の議論が おき

ている。重水炉は主 として カナ ダで開発 され現在 に至 っ

ている。 日本では動燃事業団がATRと い う重水炉 を開

発 してい る。

重水炉は軽水炉が<濃 縮 ウラ ン―軽水>の 組合せ であ

るのに対 して,重 水炉は<天 然 ウラ ン―重水>の 組合せ

であ る。簡 単にいえば,燃 料を濃縮 して経済性 を高 める

か,減 速材の軽水を濃縮 して経済性を高め るか とい う炉

構成 上の違いであ る。 アメ リカは前者を と り,カ ナダは

後者 を とった。 しか し現在におい て,重 水炉 を見 なおす

動 きは,ア メ リカ以外の国で も進んで いる。前述 のよ う

にPuを 蓄積 した ものがPu燃 料の価格すなわ ち,原子 力

エネルギ ー ・コス トを支配す ることにな る。 このこ とが

Puバ ーナー としての 重水炉 の 役割の見なお しで ある。

濃縮 ウランは1980年 よ り供給不足にな ることが予想 され

ている。 それ は濃縮 ウラン製造 プラ ン トの容量が,世 界

の熱 中性子炉 需要量 を下廻 ることが想定 され るか らで あ

る。 その ときア メ リカが濃縮 ウランの価格を決定す るこ

とができ,ア メ リカ以外の国は高 くて もアメ リカ より濃

縮 ウランを輸 入 しなければな らない。

その ような事態 を さけるため,天 然 ウランを燃や し,

Puが 多量生産で きる 重水炉は 魅惑的で ある。 こ の 場

合,別 な トリウムサイ クルも考え られ るので,新 しい原

子燃料資源が得 られ る増殖サ イ クルとな り得 る。第2に

高速炉時代が2010年 以降にのびた ときのつな ぎと して有

効であ ると考え られてい る。

最後に高温 ガス炉に触れなければな らない。 ガス冷却

炉はイギ リス,フ ラ ンスで多 く稼動 した。 しか し大型炉

において経 済性を高め るためには,軽 水炉の方が優れて

い る。 この よ うな熱中性子 ガス炉は低温(300℃ 以下)

の運転であ る。熱効率を高め るためには,600℃ 程度 に

ガス温度を高め る必要があ り,イ ギ リスで改良 ガス冷却

炉AGRが 開発 され たが トラブルが多 く定常稼 動にな ら

ない。 イギ リスは重水炉を模 さ くし,高 速炉へつなげて

いる。 フランスは高速炉を開発 し,ガ ス炉→高速炉路 線

では世 界の トップを きってい る。 しか し,高 速炉の実用

化のお くれ,そ れは主 として開発 資金調達にか らむ もの

であるが,熱 中性子炉時代が予想 よ り長期化す ることを

考 えて軽水炉 の建設 が組 込 まれつつあ る。

西 ドイ ツはお くれ て出発 した原子力開発を軽水炉で と

りもどし,高 速炉へつなげ,そ して プロセス ・ヒー トと

して の高温 ガス炉(HTGR)を 考 えている。HTGRは 軽

水炉 との競争 において,出 力密度を上げ るため,850℃

以上 の温度 を必要 とする 日本におけ る多 目的高温 ガス炉

は,プ ロセス ・ヒー トを含めた,い わゆる多角的利用,

す なわ ち原子 力製鉄 を始め,数 多 くの工業 分野において

原子 力エネルギー を応用 しよ うとする ものであって,日

本 の ような石油依存 の高い国において至当な プロジェク

トであるが,い きな り1000℃ の高温 ガス炉 を 目論 んだ

ところに飛躍 があ り過 ぎている。

この ように多様化 した原 子力開発 において 日本 のエネ

ルギーまたは工業政策 の特殊性 のなかにあって どの よう

な具体的原子 力開発方法 が見 出され るであろ うか。

4. 3基 プ ラ ン ト ・シ ス テ ム の 提 案

わが 国の開発指標 を具体的 に実現す る方法 につ いて一

つ の提案 を試みた い。

原子 力エネルギーは2000年 において石油消費 を 抑 制

し,エ ネルギーの需給増分 をまかな うこ とになる見通 し

だが,同 時点におけ るわ が国の原子 力発電需給量 は,年

間3兆KWhに 達す ることが予想 され る。この時点 で必

要 なわ が国の原子 力発 電設 備容量 は3億KWeと なるこ

とが考え られ,現 在 のほぼ40倍 の原子力発電設備容量 と

な るで あろ う。 その うち高速増殖炉発電が どの ような位

置を 占め るかが大 きな課題 となる。

2000年 にお いてわが 国が10%を 高速炉 でまかな うとす

れば,100万KWe級 発電所が30プ ラン ト稼動 しなけれ ば

な らない。同様に軽水炉 も100万KWe級 発電所が300プ
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ラン ト稼動 してい る想定 とな る。 ここに原子力 プ ラン ト

大型化 の課題があ る。 ア メリカに おいては100万KW級

原子力 プラ ン トが標準化 されつつ あ り,西 ドイ ツにおい

て も130万KW級 の プラン トを建設 して いる。わが 国に

おいて も80万KW級 と110万KW級 を,後 者に重点 を

お きなが ら標準化 して建設す るこ とが検討 され ている。

しか しこの大型化 の傾 向には重大 な難点 があ る。 エネ

ルギ ー需給 の見通 しと設 備計画 の,い わばマ クロ的観点

か ら算定 した規模 と,個 別 プ ラン トのス ケール ・メ リッ

ト追求が合致 した結果 が大型化 の要請 であ るが,プ ラン

トを支え る技術問題 が二 の次 となっている ことが危惧 さ

れ る ところである。著者 は指 向 されている100万KW級

プ ラン トは技 術的課題 か ら大 き過 ぎると考え,50万KW

×3基 の原子 力プ ラン ト・システムを提 案す る ものであ

る。

「大型化す るこ とは よいこ とだ」 とした,巨 大 プラ ン

トの建設 は反 省期 に到達 している。「現在 と 近い将来に

おける適性規 模がある」 とす るのが識者の認識 とな って

きた。

その理 由の第1は 世界のエネ ルギ ー需給が加速度的 に

増 加 した時期 は過 ぎ,石 油価格の暴騰に よって,代 替 エ

ネルギー が確保 され るまでは エネルギ ーの節約 を進 める

必要があ ること。 第2は 公害 および熱汚染 の対応技 術お

よび想定 事故対策が確立す るまで,大 型 プ ラン トの建設

を抑制す ることが望 ま しい とす る反省。第3は 現在 の工

業技 術水準 とプラン トの建全性の関連で ある。す なわ ち

プラ ン トの 巨大化は設計技術 の開発を前提 とす る。 とく

に大型構造に使用す る材料 の大型化 と巨大構造 の製造技

術,試 験検査法を解決 しないで プラ ン トの建全性 を保証

す ることはで きない。 これ らが プ ラン トの大型化 を制 限

す る要素であ る。

これ らの要素を検討 しないで,徒 らにプ ラン トを大型

化す ることが経済性を高め ると考 えるのは早計 である。

机上の計算に よる経済性は プラ ン トの建全性 の低下 に よ

る運転稼動率の低下を考慮 して いな い。

それでは適正規模 の原子力発電 プ ラン トの大 きさは ど

こにあ るのであ ろ うか。総合的 な評価が適確 に行 なわ な

ければな らないが,プ ラ ン トの健全性 の観点 か らみ れ

ば,電 気出力50～80万KWの 規模ではない だろ うか。

100万KW級 プラン トは大 き過 ぎると思われ る。

次に現在の原子力 プラ ン トの ように安全 防護設 備がぼ

う大になれば,プ ラン トのバ ラ ンスを失 ない,定 常運転

の機能 に障害 を及 ぼす ことになる。 安全防護設 備は プラ

ントの寿命中に一回作動す るか どうか といった低 い作動

確率の設備で あるか ら,維 持 に大変 な努力を 必 要 と す

る。「動か さない設 備がもっ とも傷 む」のた とえがあ る。

この ような作動確率 の低 い安全防護設 備は3基 の プラ ン

トで共有 しては どうか とい うのが3基 原子 力 プラン ト ・

システムの考え 方 であ り,と たえば50万KW×3基 とい

うプ ラン ト構想 である。

この構想 に よれば,1基 は3ケ 月のオ ーバ ーホール 期

間を もたせ て,年 間平均75%の 稼 動率を確保で きる。

また図6に 示す ように,夏 期需要期は100%稼 動を見

込む ことが できる。 この ように運転に余裕を とれば十分

な点検が 可能 であ り,安 定 した電力供給 と排熱利用が可

能で あろ う。 加えて図7に み られ るよ うに,50万KWe

以上 の大型炉 では建 設 コス トはそれ程差がない のが現状

で ある。3基 原子 力 プラン ト ・システ ムの長所を まとめ

れ ば次 の ような点 にあ る。

(1)安 全 防護設 備な どを共有 して有効に運転す ること

が できる。

(2)運 転員はすべて3基 を同時に運転す ることがで き

る。

(3)夏 期需要期は100%稼 動 と して安定 した出力運転

が可能であ る。

(4)定 期検査に十分な時間 と余裕を とれ るとともに,

保 守要員を遊 休 させずにすむ。

図6 3基 プラン ト・システムの運転パ ターン

図7 軽水動力炉の建 設費(IAEA報 告

No.164(1975)よ り)
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(5)予 備機 器を共 有すれ ば,必 要最少限の予備で足 り

る。

(6)排 熱 を安定 して利用 す ることがで きる。

(7)機 器の標準化が容易 とな り,研 究開発費を低減で

き る。

(8)機 器の健 全性 を高め,安 全性が高い原子力 プラ ン

ト・システ ムとな る。

(9)大 型生産工場 は不 要 とな り,安 定生産が可能 とな

る。

IAEAの 統 計に よれ ば,図8に 示す ように開発途上国

は60万KWe級 の原子 力発電所を もっとも多 く要求 し

てお り,発 電 プラン ト ・ユ ニッ トを50万KWeに して

お くこ とは原子 力 プラン トの輸 出面か らも有利で ある。

しか しこの ような利点 ばか りでな く解決 しなければ な

らない課題 もい くつかあ る。その第1は 格納容器の設計

について設 計思想を変えなければな らない こと。第2に

機 器配置の問題な どであ る。 しか しなが らこれ らの課題

の解 決は技術 的にそれ程 困難 とは考え られない。

造船,溶 接技術 において独 自の技術的地位を世界で築

いてきた 日本 が,原 子力技 術だけは輸入技術 と してお く

れ を とってい る。 原子力開発20年 の今 日に おいて,独 自

の プラン トシステ ム設計を考えて もよい時期に到達 して

いる と考え られ る。

6.結 言

西暦2000年 におけ る,わ が国のエ ネルギー情勢 は,世

界のエ ネルギ ー情勢 との深 いかかわ りの中 で確立 され な

ければ ならない。

わが国では軽水炉が運転13基,建 設 中12基 である。 こ

の基数が,2000年 まで に60～80基 になるこ とは余裕 をも

った建設計画 とな ろ う。 しか し2000年 に おいて,高 速炉

の100万KWe級 を20～30基 稼動せ しめ ることは きわ め

て困難な 目標 となって きた。 よ うや く高速実験炉"常 陽"

が臨界に達 したが,原 型炉"も ん じゅ"建設 の歩みは鈍 い。

これ までは主 と して,エ ネルギ ー需給 の確立 の現点か

ら論 じて きたが,原 子 力開発 のも う一つ の重要 な面 に触

れなければ ならない。

それは開発を進め る側 の社会的責任 と子孫へ の責任で

あ る。い うまで もな く,安 全性 の問題が その最重要課題

で あるが,と くにPu問 題は最 も心配 され る も の で あ

る。Puが この 自然界にお いて人類が創造 した物質 なら,

この コ ン トロールも責任 を もたねば ならない。Pu処 理

技術を誤れ ば,人 類 は2000年 に おいて破滅に至 る道 も

考え られ るので ある。Puの 安全管理は,フ ィジカルプ

ロテ クシ ョンを含めて,技 術開発手順を きめるものと思

われ る。

さらに排熱の問題があ る。人類が2000年 に おいて年間

0.5Qを 消費すれば,排 熱は年間1Qに 達す る。 この排

熱が地球環境におけ る自然現象 に与 える影響が大 きいこ

とは十分予想 され る。 それは再 び"ノ アの洪水"を 地球

に もた らすか も知れ ないのである。

図8 開発途上国の原子力発電所建設予定数,発 電量(1981～1990年)
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